
10月か各健康保険制度が変わり東レた
近年の急連な少子高齢化社会の進展の中にあって、医療保険制倭を将来にわたり安定的に持続できるよ

うにするため、新たな高齢者医療制度の創設なとを桂とする健康保検や医療制度の改正が行われました。

今号では、平成18年10月から実施された改正の主なポイントについてお知らせいたします。なお、引

き続き平成19年4月と平成20年4月にも順次実施される予定となっています。

1カ月に自己負担する医療費が限度額を遣えると、モの超過分が「高額療
養費」としてあとから支給されます。

この限度額は70歳末満の人と70歳以上の人で負担内容が異なりますが、
モれぞれ見直しが行われました。

●70歳未満の人の自己負担限度額由見直し
改　 正　 前 平成 18年10 月か ら

一定以上の所得がある人 （注 1） 13 9 ，8 0 0 円十（医療費－4 6 6，0 0 0 円）×1％ 1 50 00 0 円十（医療黄－50 0 0 0 0 円）×1％

失当の場合 （注 2） ワ7，ワ0 0円 83，40 0 円

一般の人 7 2，3 00 円十（医療貞一2 4 1，0 0 0 円）×1％ 8 0．1 0 0 円十（医療費 －2 6 7 0 00 円）×1％

多数該当の場合 4 0，2 0 0 円 44 ，4 0 0 円

住民税非課税の人 3 5，4 0 0 円 3 5 ，4 0 0 円　 変わりません

（注1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注2）

●「一定以上の所得がある人」の基準は？　●「多数該当の場合」とは？
受診した月の給与（標準報酬月額）で判断さ　　同‾世帯で退去1年間に3匡】以上高額療養費の支給を受けた場合、4国日か
れます。　　　　　　　　　　　　　　　　　ら自己負担限度額が引き下がり、医療費の1％の負担もなくなりました。

●差額ベッドなどは自己負担限度額の対象外です
入院時食事療養費や差額ベッド特別室料等は、保険診療の対象とならない。
サービスに支払った費用に当たるため、高額療養費の支給対象とはなりません。

●人工透析が必要で一定以上の所得がある人の自己負担帽産額が見直されました

人工透析が必要な人については、低額な自己負担
限度額が配慮されていますが、今回の改正では一定

■ヽ　以上の所得がある人について見直されました。

健康保険では、妊娠85日以上の出産

は、生まれてきた赤ちやんの生死にか
かわらず全て出産と認められます。

本人（被保険者）・豪族（被扶養者）が
出産した場合に、出産育児一時金が支
揺されます。

●出産育児一時金（本人・家族）支給額の
見直し

改　 正　 前 平 成 18 年 1 0 月 か ら

一 定 以 上 の所 得 が あ る人 10 ，0 0 0 円 2 0 ，0 00 円

※一般の人は変わりません。

本人（被保険者）・家族（被扶養者）がなくなった
場合に支給される埋葬料の額が、一律5万円に引き
下げられました。業務上・通勤途上の事故が原因
となる場合は、労災保険が適用となるため支箱さ
れませんが、モれ以外の場合は死因を問わず健康
保険から支給されます。

●埋葬料（本人・家族）支給額の見直し

改　 正　 前 平 成 1 8年 10 月 か ら

本 人 ・家 族 とも
1児 につ き 1児 に つ き

3 0 0 ，0 0 0 円 3 5 0 ，0 0 0 円

改　 正　 前 平 成 18 年 1 0 月 か ら

本　 人
標準 報 酬 月転 の

1カ 月 分
5 0 ．0 0 0 円

家　 族 10 0 ，0 0 0 円

本人が死亡し、埋葬料を受け取る禎扶養者が
いない場合は、実際に埋葬を行った人に、埋
葬料の範医内で実費が支給されます。
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医療機関にかかったとき患者が支払う窓田負担について、現役並の所得
がある人の自己負担割合が変わりました。

●現役並の所得がある70歳以上の高齢者の
自己負担割合の引き上げ

改　 正　 前 平成18 年 1 0 月から

現役並みの所得がある高齢者 （注 3） 2割負遥 3割負担

一般の高齢者 1割負担 1割負担 変わ りません

呈詣役並の所得がある高齢割とは？「漕無曽烹三二忘孟‾1
ワ0歳以上であっても・現役世代の平均的硝晰得と同；度と退職者医療制度が見直され、平成20年4月から甜者を対象と≡
程度の課税所得がある人のことです0　　　　　　≡した新しい医療制度が創設されることになっています0これに伴な：
具体的には「課税所得145万円以上」「標準報酬月額28万札　…って70歳以上の一般の高齢者の年齢区分が2通りになり、自己負担：
上」の人が該当します。　　　　　　　　　　＝割合なども見直しが予定されています。

L－－－－－－－－－一一一一一一－－－】■・・】▲一一－－－一一｛】－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿」

70歳以上の高齢者の自己負担割合の引き上げに並行して、 自己負担限度廟も見直されました。
また、70歳以上の高齢壱の自己負担限度額は、個人単位（外来のみ）と世帯単位（外来・入院）があります。

●70歳以上の高齢者の自己負担限度額の見直し
外来 ・・－　 改 正 前 外束・・■「平成1縛 10月か ら

（個人ごと） 外来 ・入院 （せ帯単位） （個人こと） 乗 ・入院 （世帯等位〉

現役並みの所得 がある高齢者 （注 1） 4 0，2 00 円 　 ワ乙3 0 0円＋

医　 3 6 1 5
4 4．4 00 円

80，10 0円＋

突当の場合 4 0，2 0 0円 4 4．40 0円

一般の高齢者 1乙00 0円 4 0，2 0 0円 1乙0 00 円 4 4，4 0 0円

住民税非課税の高齢者

8 0 0 0円
2 4，6 0 0円 8，00 0円 2 4 6 0 0 P］ 変わりません

≡ 所得が一定水準に満 たない場合等 変わりまセん

「i扇面≡高藤扇顔面菖己呑盲高藤摘岳麺i‾‾‾‾－－‾h‾‾‾‾‾‾‾，‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－－‾‾‾1

≡　公的年金等控除の縮減と老年者控験の廃止に伴ない、新たに現役並み所得者になる70歳以上の高齢者については、；
；医療費の自己負担割合は3割になりましたが、自己負担限度軌こついては平成18年8月から2年臥一般並みの；

L上空塑9聖＿些雪空星型撃墜廻至聖ヱヱ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿▼“＿＿＿」

●療養病床に入院する70歳以上の
高齢者の負担の見直し

●所得に応じた負担の上限があります
食費と居住責の負担額には所得に応じた上限が設
けられ、所得が低い人の負担軽減が匪られます。こ
の上限は介護保険と同じ水準で設定されています。

住民税非課税世帯 3 0 ，0 00 円

年金受給額 80 万円以下等 2 2 ，00 0 円

老齢福祉年会受給者 10 ，00 0 円

「示薩古顔面石真庭岳薩東面三言完モ落首ケi薄i‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾▲‾▲…‾‾‾‾‾▲‾‾‾－‾‾1
j　食鮎4乙000円／臥居住要は10，000円／月が平均的な負担額です。実際には愚老と病院の契約で決められます。
；◆負担の対象外となる患者◆

；入院医療の必要性の高い患者（人工呼吸や静脈栄養が必要な患者・四肢麻痺や難病患者忙ついては∴従来どおり食材；
；相当のみの負担です。
L－－－－－－－一一－－－－一一－－－－－－－－－－－◆－－－－－－－－…－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－一一一一一＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿…＿＿」
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